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　In this research, we pay attention to relationship among teacher leadership, teacher agency 
and professional learning network. From the viewpoint of identity built from dynamic 
relationship between inner and outer world, we are interested in ecological approach to 
teacher agency, that is, approaches to ask teachers' professionalism and environment around 
teachers. In this paper, we first look at trends in research on school improvement and school 
reform. Secondly, we are considering relationship among teacher leadership, teacher agency 
and professional learning network. And, in order to think about the identity and subjectivity 
of teacher at school, we are studying the effect of professional learning network on the 
construction of teacher leadership and teacher agency. Through these studies, we try to clarify 
the framework of reference to consider the relationship between the identity of teacher and 
professionalism, which is often overlooked when advancing teacher education reform.
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１．本研究の背景
　平成 29年、平成 30年の学習指導要領の改訂に
よって、就学前から高等学校まで校種を越えて子供
たちに培いたい３つの資質・能力の柱が示された。
その運営の要としてカリキュラム・マネジメントに
関心が集まってきている。しかし中学校区レベルで
小学校と中学校の連携を強め、課題解決やさらなる
教育の質の向上に取り組もうとしている学校、また
カリキュラムレベルで一貫した取り組みを進めよう

としている学校でさえ、校種連携のカリキュラム・
マネジメントは容易なことではない。その取組の意
義や意味が教職員になかなか合意されにくい状況が
あるからである。
例えば、実際に様々な立地、規模の小中一貫教育
に取り組んでいる（取り組もうとしている）学校を
2018年４月から12月にかけて規模別（小、中、大）
立地別、（都市部、山村部）に６校を訪問し、調査を
行うと以下の声が聞こえて来た。
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①「教育委員会から一方的にその方針が示され、
小中一貫教育を進めるように、また義務教育学校に
なることを前提に、取り組みを考えるように、進め
るように言われている。しかし我々の声はなかなか
聞いてもらえない（取り組み始めている小規模の教
職員の声）」「働き方改革が言われる中で、職員に取
り組みを考えたり、進めてもらうことと関わって、
その時間捻出や調整に悩んでいる（小規模の管理職
の声）」。②「学習指導要領が変わるごとに、新しい
内容が求められ、そのための時間の捻出をしないと
いけないため、これまで小中一貫教育と関わって
作ってきたカリキュラムを見直さなくてはならない。
（経験ある小規模都市部の研究主任の声）」「教員の
異動もあり、せっかく進めてきた取り組みも、職員
が変わるとその運営が難しくなる。より良いものに
していく工夫は容易でなく、むしろ簡素化し、元の
小学校と中学校の別々の取り組みに戻っていくこと
が選ばれてしまう（経験ある中規模都市部の管理
職・研究主任の声）」。③「小中の連携や一貫と言わ
れるが、正直言って、今、自分がしていることで手
一杯でその余裕がない（中規模の教職員の声）」「小
学校と中学校はそれぞれ文化が違うので、容易に一
緒に物事を進めることはできない（中規模大規模都
市部の教職員の声）」、④「小中の連携はこれまでも
児童生徒の情報の緊密な連絡や行事などを行ってき
た。小中一貫教育をする必要性がわからない。義務
教育学校になって何が変わるのかがわからない。何
かよいことはあるのか（大規模都市部の教職員の声
から）」⑤「小中一貫教育を進めるにしても、何から
始めたらいいのか、どのような進め方が必要かわか
らない（中規模研究主任の声）」「小中一貫教育を進
めてきたが、これでいいのか不安だ。この取り組み
が、本当に意味があるかわかわからない（経験ある
小規模の研究主任の声から）」、などが聞かれた。
上記①と②は、2005年頃より進められてきた小
中一貫教育の取組、そして学校教育法の改正により、
2016年度から市町村の判断で設置できるように
なった義務教育学校等の動きと関わって、市町村が
進める取り組みと学校の運営に関する思いのズレか
ら来ていることと考えられる。教育の論理というよ
りも、別の様々な理由から行政がそれを進めようと
していることへの学校の不安感がそこに示されてい
る。そのような状況下にある学校では、やらされ感
があり、教育課程の運営に悩みがあることがあげら
れる。
上記③と④は、教育課程の運営それ自体の位置づ
けやこれまで進めてきた歩みから来ている言葉と考
えられる。教育課程は、そもそも学校教育の目的や
目標を達成するために、教育内容を生徒の心身の発
達に応じて、その授業時数の関連を考え、総合的に

組織した学校の教育計画である。そのため学習指導
要領を参照しつつ各学校が基本的に決めるものであ
る。校種を越えて子供たちに培いたい資質・能力の
３つの柱と関わって、学習指導要領は、小学校課程
と中学校課程をそれぞれ考えているなら、それぞれ
の学校でそれを参照して計画し実施すれば、自然と
子供の中でその力は総合されていく。別に校種を越
えて相談しなくても、各学校でそれぞれ進めたら良
いという考え方がそこにあると考えられる。
最後に上記⑤は、これまで小学校と中学校で、児
童生徒情報に関する連絡や行事の連携などの経験は
ある。しかし就学前から小学校と中学校、高校と見
通して、教育課程を作るとなるとその経験はないと
いうことが背景にある。教育目標に向けて、どのよ
うに教育内容や方法の連携を進めていったらいいの
か、どこから始めたらいいのか経験が十分でない。
運営から計画を絶えず改善していくカリキュラム・
マネジメントに未だ慣れていない。カリキュラム評
価の経験が十分でない、等があげられる。
確かに、校種を越えたカリキュラム・マネジメン
トが求められる学校、例えば小中一貫教育を進めて
いる学校では、中学校区で、教育目的に則して実践
を展開して行く際、子供の実際の学習経験の姿を見
つめ、小中一貫教育がそれに貢献できることを教職
員が納得していないと取組はうまくいかない。その
ため「指導と評価の一体化」「継続的な教職員の専
門性の成長を促す」などを柱に、専門的な学びの場
や学習する教員集団を構築していくことが重要とな
る。しかし校内、校区内だけでは、その取組が本当
に意味あるか不安も残り、職員異動もあるため持続
的な発展を進めることは容易でない。学校が壁にぶ
つかり、実践がうまくいかなくなったとき、またど
のような支援や環境などが有効であったかを考えよ
うとするとき、関連する情報、人のつながりを求め
る声は理解できる。
先にも述べたが、新学習指導要領は、就学前から
高等学校まで校種を越えて子供たちに培いたい３つ
の資質・能力の柱を示した。このことは、各学校園
で、とくに隣接校種の取組を意識して、中長期的視
野で子供たちを見つめ育てていくことを今まで以上
により強く求めてきていることを意味している。し
かしながら、その取組を意識的に取り組んできた小
中一貫教育校でも、上記の声から容易なことではな
いことがわかる。
そのため本研究では、自身が勤務する学校園を越
えて、教育計画を見通せ、それを組み込んで運営で
きるために、何に留意する必要があるのか、その基
礎的情報を各学校園に提供することに関心を向けた。
まずはその教育的営みの経験があり、持続発展させ
てきた小中一貫教育校に目を向け、そこで重要視さ
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れてきたことを取り上げていく。

２．関連研究における本研究の位置と研究目的
小中一貫教育を持続的に発展させている学校は、
管理職や研究主任の教育的価値に向けての強い信念、
卓越した強いリーダーシップだけでなく、個々の教
職員が、学校が目指していることを理解し、自身の
役割を認識し、その指導性を発揮している姿を見せ
るということであった。個々の教員が指導性を発揮
できるためには、実践研究の進め方に自信が持てる
ようにすること、それを保証する管理職のきめ細や
かな職員支援の役割が重要であることが明らかに
なった（小柳2017）。
また一方で、実践の評価を行い、根拠を持って実
践の改善を進めないと教職員はこれでいいのかと不
安を覚える。しかし実践の評価が強く求められると、
その圧力を感じ、やらされ感（研究のための研究を
する）を感じる。そして自身の教員としてのアイデ
ンティティに不安を持つ。結果、主体的に創造的に
取り組むことができなくなってくる課題が指摘され
ていた。教職員が主体性を持って取り組みを進める
ためには何が必要か、管理職や行政には何が求めら
れるのか、などが問われてきた（小柳 2016、小柳
2018a）。
さらに、学校の組織的な教育力が問われてくる中
で、専門的な学習のコミュニティ（Professional 
Learning Community：PLC）の重要さが指摘され
てきた。例えば授業研究などを通して、そのPLCを
作り出してきた日本の学校の財産が評価されてきた。
しかし、校内で取り組みを進めていても、取組のマ
ンネリ化や工夫してもそれがいいのか不安に思うこ
と、学校の PLCの取組がかえって職員に窮屈さを
感じさせることもあること、管理職も孤独を感じ情
報不足に悩むことがあること、等の問題も指摘され
てきた。校内の取組を外側からとらえ、新たな情報
も入れながら絶えず改善して行くには、学校外の
PLCとのつながりを持つこと、すなわち似た環境、
似た目標を持つ学校同士のネットワークを持つこと、
広げることの重要性に目が向けられてきた（小柳
2018b）。
そこで、子供の実際の学習経験の姿を見つめ、中
長期的に子供を育てることに小中一貫教育が貢献で
きること。それを教職員が納得し、指導性を発揮で
きる仕組みや仕掛けを考えること。それに寄与する
学校間ネットワーク、そしてそれを持続的に発展さ
せて行く基盤となる教員の主体性について、その関
係を考えること。それらをあらためて見つめること
が重要であるという判断にいたった。したがって本
研究は、小中一貫教育を進めている学校の組織的教
育力の向上と関わって、授業改善に向けた「教員の

指導性」と「主体性」、そして「専門的な学習ネット
ワーク」の関係を詳細に調べることを目的とした。
これに関する国内の研究を調べると以下の点が明
らかになってきた。
まず「教員（教師）の指導性」を直接取り上げる
国内の研究に目を向けると、三隅・吉崎・篠原しの
ぶ（1977）等が著名であった。この研究は、 三隅
（1964）「教育と産業におけるリーダーシップの構
造 -機能に関する研究」が行った研究をもとに、学
級における教員のリーダーシップ行動を測定する尺
度を作成し、その測定尺度の妥当性を吟味しようと
したものであった。教員の指導性を学習指導機能
（Performance Function） と 集 団 維 持 機 能
（Maintenance Function）に分け、PM理論として
知られていた。その後の教員の指導性に関する研究
に大きな貢献をした研究であった。しかしそこで語
られている教員の指導性は教室の中での教員の指導
性に関心を向けたものであった。一方、教室を越え
て、学校、さらには学校を越えて求められる教員の
指導性について言及をしている研究としては、井
上・小川（2010）や若木・阿座上 （2011）、また看
護教員の研究で見られた。しかし関連研究の蓄積数
は決して多くはなく、なかなかその広がりが見いだ
せなかった。上記の研究が「教員（教師）の指導性」
として参考にしているキーワードは、“ Teacher 
Leadership”であった。
次に「教員（教師）の主体性」は、1970年の現代
教育科学13（１）をはじめ、これまでも雑誌論文で
取り上げられてきた。研究論文としては、古くは喜
多川 （1967）、最近では長谷川 （2012）、冨田
（2015）、横井（2015）、中野・ 矢守 （2018）等が
見られる。その際、教員の内面へより着目する場合、
内面と外界との関わり、外界との関わりの中で行為
する主体を指す場合に“ Subjectivity ”というキー
ワードを用いていることが読み取れた。一方で、よ
り最近では、行為する主体、個人の意欲や能力面だ
けでなく、さらにそれを支援する環境、組織や機関
を意図して述べるときに“ Agency ”という言葉を用
いていることも見えてきた。
最後に「専門的な学習ネットワーク」に関する研
究として、１）様々な立場の人が学習コミュニティ
を作り、そのつながりのネットワークを大切にし、
そこで実践を作り上げて行く動きの意味や価値に目
を向けた研究（森2007）、２）授業研究ネットワー
クなど、ある関心と関わって、そこに参画する人々
を支えるシステム開発などに関する研究（鈴木ら
2010、飯窪2011）、３）教員の職能成長を支援する
大きなプロジェクトと関わるネットワークに関する
研究（加藤2008、都築ら2011）など、個人間、学
校間のつながりや多様な情報源、インターネットの
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活用などを通じて、「専門的学習ネットワーク」を考
えようとする研究（その持ちうる意味の検討やその
取組を支える環境の研究）等が行われてきた。そこ
でのキーワードは、多様であったが、包括的な言葉
としては“ Professional Learning Network ”が、そ
の意味をとらえていく上で妥当と考えられた。
これらのキーワードを用いて、ERICデータベー
スで、それぞれの言葉をabstractに含み、査読を経
た論文を調べ、概要を確認し、その数を発行年ごと
にカウントしてみると図１の結果になった。「教員
（教師）の指導性」と関わる“ Teacher Leadership ”
に目を向けた論文は2005年頃より増え始め、「教員
（教師）の主体性」と関わる論文は年により変動もあ
るが“ Subjectivity of Teacher ”よりも“ Teacher 
Agency”が最近はよく用いられていた。一方、専門
的学習ネットワークと関わる “ Professional 
Learning Network ”の論文数は、2012年頃より少
しずつ現れてきたのが読み取れた。
本論では、基礎研究として、この度は上記の国際
的な関連研究における概念定義やその言葉が用いら
れてきた背景、そしてその説明で用いられている構
成要素などを手がかりに、小中一貫教育を進めてい
る学校の組織的教育力の向上と関わって、授業改善
に向けた「教員の指導性」と「教員の主体性」と「専
門的な学習ネットワーク」の関係を明らかにしていく。

３．Teacher Leadershipとは
　1980年代に、子供のやる気や学業の向上などに
授業の質が大きな影響力をもつことが、国際的な研
究の中でより明確に言われ出した。教員のやる気や
教室での授業の質に、教員の指導性の質が関わるこ
とも言われてきた。通常リーダーシップといえば、
管理職のリーダーシップがイメージされる。しかし
リーダーシップにも、教室運営や授業と関わる機能
であるインフォーマルなリーダーシップと、責任な
どその役割が問われるフォーマルなリーダーシップ

があることが言われてきた。そこで学校改善などで
効果を上げている学校では、どのようなリーダー
シップを、誰が発揮し、どのような形や状況でその
リーダーシップが浸透し効果につながっているのか
が問われだした（Bond 2015 p.1）。
　国際的には、カナダや米国でその研究が先に進み、
1990年代にその研究成果が出され始めた。しかし、
その定義は、例えば、１）同僚に変化を促し、管理
職では通常考えないような、きめ細やかな授業や生
徒に役立つことを行う能力をTeacher Leadership
としてとらえる考え方、２）教育実践の改善に向け
て、教室内外でそれを進め、課題を明らかにし、教
員の学びのコミュニティに貢献し、彼らに影響を及
ぼす教員の姿をTeacher Leadershipとしてとらえ
る考え方、３）伝統的なリーダーシップの概念に対
して、教員が協働する中で専門知識を生成できる集
団的なリーダーシップ（Collective leadership）に
関心を向け、それを導き、その機能を発揮させる１
つの形態としてTeacher Leadershipを特徴づける
考え方など、多様であった。
一方、Teacher Leadershipを発揮する立場の視点
から、①子どもたちや他の教員に対して発揮される
リーダーシップ（ファシリテーター、コーチ、メン
ターなど）、②課題解決を遂行するリーダーシップ
（学科長、アクションリサーチャーなど）、③意識決
定やパートナーシップに参画するリーダーシップ
（学校改善のチームメンバー、コミッティメンバー
など）等を見つめる。そしてそれらとTeacher 
Leadershipを関連づけて意味づけようとする定義
もあった。またその役割に目を向け、①個々の教育
実践の中に学校改善を浸透させていくこと（学校文
化を作る）、②すべての教員がその取組に当事者意
識をもって臨むようにその役割を感じさせること、
③教員たちへ専門知識や情報を媒介すること、④
個々の教員の間に相互の学びを生じさせること、な
どを上げ、それを果たすのがTeacher Leadershipで

図１　�ERICに見る“teacher leadership”,“subjecivity of teacher”,“teacher agency”,“professional learning 
network”をabstractに含む査読有りの論文数の変移
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あるとして、その意味づけを行う定義もあった。
このような多様な定義がある中で、Teacher 

Leadershipの中心にあったことは、教員のエンパワ
メントやエージェンシー（主体性）として関わる姿
であった。そして学校のLeadershipを個々人のも
のから集団的なものへ、単一から多元的なものへ置
き換えていくことを問う姿が読み取れた。そして効
果的な取り組みに向けて、その目的を実現していく
ためには、従来のトップダウン的な仕組みといった
バリアを越えていくこと、教員が学べる仕掛けや仕
組みを築いていくことが、重要な関心事となった歩
みがある（Muijs and Harris2003）。
カナダのトロントやオンタリオでは教育省が

2005年 か らTeacher Learning and Leadership 
Program （TLLP）に取り組んできた。その中で、
Teacher Learning を進め Teacher Leadershipを
培っていく上で、教員によってデザインされ運営さ
れる職能成長がいかに重要か、それが報告されてい
た。たとえば、①経験ある教員が自主的に職能成長
をはかれるように支援する。②学習成果を共有し、
広がりを持つ範例的な実践の中で、教員のリーダー
シップスキルの成長を支援する。③他者との協業や
協働によって知識の交換を促す、などがあげられて
いた。そこでも学校改革や学校改善の中心に教員が
位置づけられる必要性が語られていた。このように
先の定義にも見られた共通の関心事に通底するポイ
ントをもとに、役職的な立場からのリーダーシップ
だけでなく、役職はないが卓越した教員によるリー
ダーシップ、さらに言えば、普通の教員のリーダー
シップを発揮させていくために、Teacher 
Leadershipの Programが 考 え ら れ て き た
（Liberman, Campbell, and Yashkina 2017）。
その後、Teacher Leadership Exploratory Consortium 

（2011）は、それが何を意味するかを視覚化してい
く 作 業 を 行 い、Teacher Leadership Model 
Standardsを次のように７つの領域により明らかに
した。領域Ⅰ：教員の成長と子供の学習を支援する
協同的な文化を促進する。領域Ⅱ：実践と子供の学
習を改善するために調査結果を評価し用いる。領域
Ⅲ：継続的な改善に向けて専門的な学びを促進する。
領域Ⅳ：授業また子供の学習の改善を促進する。領
域Ⅴ：学校また学校区の改善に向けて評価情報や
データの活用を促している。領域Ⅵ：家族や地域コ
ミュニティと奉仕活動や協同を進める。領域Ⅶ：子
供の学習や専門性を大切にする。
　このように、Teacher Leadershipに関しては、共
通確認もできつつあり、それをどのように培い磨い
ていくかという研修プログラム作成やそれ自体が学
校改善や子どもの学業に本当に意味を持つのか、よ
り詳細な研究を進めていく礎ができつつある。

Teacher Leadershipの研究は、社会的な集団の中で
の学びを前提としながらも、そこにおける個々の教
員の成長を意思決定やそこでの充足感・幸福感を感
じること（自信の確保）などを丁寧におさえようと
している。そして同僚や子供の学業への影響や効果
をとらえようとしている。
学校教育の関係者や教師教育関係者が、各レベル
で当事者意識を持ち、取り組まれている改革がどの
ような教育的意味を持つかを意識化するだけでなく、
その意味を生み出していく取組、さらにはその企画
自体へ参画し、考えていく営みが求められてきてい
る（Fullan 2016）。その点で言うならば、あらため
て組織的な取り組みの中で、教員に目を向ける
Teacher Leadershipの研究は今後さらに意味を
持ってくると考えられる。

４．Teacher Agencyとは
　教員が自分の教育活動と学校の取組を向上させる
ために、同僚と互いに関わり学び合うことを通じて、
子供のため、自分のため、そして同僚のために何か
貢献しているという、この違いを生み出す感覚と、
違いを生み出すことに向けた動機、主体的な態度が、
Agencyと呼ばれている。

Calvert （2016）によれば、Teacher Agencyとは、
意図的かつ建設的に行動し、職業上の成長を導き、
同僚の成長に貢献するための教師の資質
（capacity）として定義づけている。
しかし、Teacher Agencyは、まだ明確な定義や
その理論化などは途上にあると言われている。
Biesta, Priestley, and Robinsond （2015） によれ
ば、Agencyという言葉と関わって、広い理論的議
論を参照し、その概念を明らかにしようとするいく
つかの文献はこれまでにも確かにあったという。例
えば、Agencyという言葉自体は、特に社会学の文
献において、人の社会行動を全体論的な説明からと
らえるとき、あるいは個別主義的な説明からその利
点についてとらえようとするとき、継続的な議論が
進められてきた。その議論を参考にしながら教育の
文脈でAgencyをとらえようとする事が行われてき
た。しかし教育の変化が求められる動きの中で、
Teacher Agencyの役割は、まだ過小評価されてい
るという。
彼らによれば、Agencyの概念は、行為者（Actor）
が、単に彼らの環境の中で行動するのでなく、彼ら
自身が環境を作り出していく中で、その関わりの中
で行動することに目を向けること。言い換えれば、
Agencyは、人々が持つことができるもの（財産、能
力、能力として）というよりも、人々が行う何かと
してとらえる方が良いこと。Agencyは、行為者自
身の質ではなく、時間と関連する行動の状況、それ

専門的な学習ネットワークが授業改善に向けた教員の指導性と主体性の構築に及ぼす影響に関する基礎研究
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に伴う行為者の関与の質を意味しているという見方
も出てきたということである。
つまり、Agencyは過去からの影響によって構成
され、未来へのオリエンテーションによって生み出
され、そして現在との関わり合いの中でみられるこ
と、ものとして理解される。これらは、それぞれ反
復（the iterational）、射影（the projective）、そし
て実用的な評価（the practical–evaluative）という
３つの次元で説明される。 実際の行動場面では、３
つの側面すべてがその役割を果たすが、すべてが
別々ではあり、必ずしも調和していないトーンであ
りながら共鳴する、弦楽器のようなものと説明され
ている（図２）。

Agencyの反復的な側面は、実践的活動に日常的
に組み込まれている過去の思考と行動により行為者
の選択を再活性化する。それによって社会的世界に
安定性と秩序を与え、アイデンティティ、相互作用、
そして制度を長期にわたって維持するのに役立つ。
射影的な側面は、行為者による未来の行動軌跡に
向けて想像力豊かなものを与える働きをする。その
中で、反復的な側面から受け取った思考と行動の構
造は、行為者の希望、恐怖、そして未来への欲求と
の関連で創造的に再構成される。
実用的 - 評価的な側面は、反復的な側面と射影的
な側面から影響を受け、新たな要求、ジレンマ、お
よび現在進化している状況の曖昧さに応えて、行動
の代替可能な軌跡の中から実践的かつ規範的な判断
を下す。
このAgencyの生態学的理解の仕方は、先の社会
学的な論議とは少し異なり、行動理論的アプローチ、
特にプラグマティズム哲学に由来するアプローチに
根ざしている（Biesta and Tedder、2007）。
教員による専門的な学習の文脈では、Teacher 

Agencyは、確かに、彼らの専門的成長を指示し、同
僚の成長に貢献するために、意図的かつ建設的に行
動する教員の能力と関連している。Agencyを発揮
する教員は、学習機会に受動的に反応するのではな

く、自分の職業上の成長における自分の役割を認識
し、目標を達成するために学習の選択を行う。しか
しAgencyを高める方法としては、専門的学習に対
する学校の構造的条件に焦点を当てる必要がある。
例えば、それは、一般的な専門的能力の開発プログ
ラムなどに頼るのではなく、教員が教室で直面する
実際の課題に対して解決策を構築する機会を与える、
その動機を利用するシステムを作っていくことが必
要となる。それは、言い換えれば、教員のニーズを
満たさないプログラム（職務内容を含む）を放棄し、
学習ネットワークや教員の研究を支援する組織と教
員の関わりを作っていくことを重要視する。
　すべての教員、教職員間で発揮される指導力を支
え、それを育成することを目的として、教員の主体
性が持つ意味や意義、その役割を研究し続けること
は重要である。教員の指導性が発揮される場を、流
動的かつ協調的な戦略的行動として理解し、学習組
織内で教育的構造的な変化をもたらすのに、何が必
要か、キャリアのすべての段階で教員を励まし、そ
して支援することは、重要な事柄となる。

５．Professional Learning Network（PLN）とは
　PLN（s）は、ERIC上では、Kathleen and Martin 
（2007）の論文で最初その言葉が使われていた。そ
こでは物理教育と関わって教員の職能成長を求めて
いく際に、対面とインターネットを用いて学びを深
めていくこと、その取組の成果を見る際にこの言葉
が用いられていた。PLN（s）を取り上げた研究は、
2012年くらいから少しずつ現れ始めたが、現在も
それほど研究成果が報告されていない。またそこで
よく用いられているキーワードを見てみると、PLN
（s）の研究は、テクノロジーやインターネットを用
いた職能開発、図書館司書教育などと関わって研究
が進められてきた傾向が読み取れた。
　緩やかで自律的なつながりを持つ専門的な共同体
は、教師たちを動かす動機、同僚性の下で作られ維
持されていく信頼関係、それを支える多層の組織的
な支援により構築されていた。動機付けとしては、
１）意味ある会話そして職能成長につながる知的理
由づけ、２）互いにつながり関係を作っていく情緒
的理由づけ、そして３）組織的な取組の成果へ自分
も寄与していく目的への手段としての理由づけ、な
どが重要となる。そしてこの専門的な共同体を維持
して行くには、１）深さと広さ、２）安定性と変化、
３）多様性と焦点化、４）ネットワーク（つながり）
と統合といった自由度が必要となってくると言われ
ていた（Louis 2012）。
このことは、学校内だけでなく、学校を越えたつ
ながりである個々人の間のつながりや学校間ネット
ワーク、もっと広い範囲での専門的な集団コミュニ

図２　�Agencyが発揮される時のモデル（Biesta, 
Priestley, and Robinsond 2015 p.627）

小柳和喜雄
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ティネットワークへも広がっていた。
例えば、Stoll、 Halbert、 and Kaser （2012）は、
インターネットを中心とした変化しつつある社会に
関心を向け、学校や教室の壁を越えて、より質の高
い学びや様々な人々との学びの機会を保証していく
取組の重要性に目を向けた。彼らは、そこでつなが
れるより深いネットワークやそこでの学びの質や深
さを支える条件や環境に目を向けていた。１つ目は、
共有され焦点化されたことに向けて目的を明確にす
ること、２つ目は、コミュニティ内にエビデンスに
基づく会話を促し協同的に問いを探究し続けること、
３つ目は、学ぶための社会的資本（Social Capital）
を構築していくために信頼関係を発展させること、
４つ目は、ネットワークの中に広がる様々なつなが
りをうまく用い、公式また非公式的に指導性を発揮
するニーズに応えていくこと、５つ目は、仲介、目
的への手続き、結果の提示等のニーズについてエビ
デンスを下に応えていくこと、最後に６つ目は、参
加している学校のネットワークと個々の学校のコ
ミュニティを繋いでいくことに注意を払っていくこ
との重要性を指摘していた。
ここには、学校の壁を越えた個々人、また学校と
学校との間に対面的な PLCを築いていく視点とメ
ディアを用いた社会的ネットワークの活用の意味が
語られていた。
その際に、参照されている理論としては、ネット
ワーク理論があった。Hadfield and Jopling 
（2012）は、その理論が持つ意味に言及し、学校の
ネットワークの中でのリーダーシップや専門的な学
びの理解を広げようとしていた。例えば、１）個々
人がネットワークをどのように利用するか、それが
自分や他の人の学びをどのように支援できるかに関
心を向ける道具主義。２）ネットワークに参加して
いるメンバーの知覚や認知の仕方をキーとして、そ
こでの見方考え方や信念などの関係に関心を向ける
構成主義。３）個々人が参加
しているネットワークの多次
元性に関心を向け、その多次
元性の中で感情やアイデン
ティティはどのような影響を
受けるか、文化・社会的ニー
ズはどうかなどに到るまで理
解していこうとする多元主義、
など３つの見方を明らかにし
ていた。そしてそれらを用い
て、ネットワークの中で起
こっていることやネットワー
クの形成に必要なことダイナ
ミックに分析し、専門的な学
習を行うコミュニティを考え

ようとしていた。
一方、Brown and Poortman（2018）は、PLN
に関わって、図３のようなモデルを描き、各学校で
作られている教員などによる実践のコミュニティ
（PLC：Professional Learning Community）がど
のようにPLNと関わるかを示している。
各学校の教員や研究機関の研究者の数名（☆）が、
つながり合って、PLN（中央の黒点と矢印）を構築
している。PLNで収集された情報や考えられた知見
が、各学校の教員や研究機関の研究者の数名を通じ
て、各学校や研究機関のPLC（点線の円で囲まれた
もの）の質を高めていく。
このモデル図は、我々にある意味で具体的なPLN
のイメージを与えてくれるものである。
既存の組織を越えて新たな機能的な組織（情報基
盤はあるが、そこでは関係だけが存在する）による
専門的な学習共同体が存在する。それが PLNまた
それがさらに複数ありそれぞれつながっている場合
はPLN （s）と表現される。Flanigan （2011）によ
れば、教職では、教員の孤立を減らし、教員相互の
関係を繋ぐ、教師自らが主導する世界的な支援ネッ
トワークとしてPLN（s）という言葉が用いられる
ようになったといわれている。

Trust （2012）は、PLN（s）には、２種類あり、
１つは情報を収集し蓄積し提供するもの、もう１つ
はソーシャル・メディアによるつながりであると述
べている。最近では、ソーシャル・メディアの活用
が活発化することにより、継続的な学びと専門性の
向上を支援する人々、情報、デジタルツールで構成
された個々のニーズに適合する複合的なシステムに、
より注目が集まっているという（Trust, Krutka, and 
Carpenter 2016）。
またPLN（s）は、参加型学習と継続学習をサポー
トできるユニークなパーソナライズされたネット
ワークとしての性格も持っている。そのため、随時、

図３　実践のコミュニティとPLNの関係（Brown and Poortman 2018 p.3）
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以前には容易に出会えなかった多種多様な人々と、
FacebookやTwitterを使用して、世界中のどこから
でも、色々な同僚から学ぶ機会も提供できるように
なっている。しかし、職能成長のためにPLNを構築
し、それを豊かなモノして行くには、まだ数多くの
課題があると言われている。そのため、職能成長を
支援する豊かなPLN（s）を開発するために、その
枠組み等が検討されている（Krutka, Captenter, 
and Trust 2017）。
先にも述べたが、PLN（s）は国内的にも国際的
にもまだ研究成果が多く蓄積されている訳ではない。
存在する研究としては、教員の職能成長と関わって
サポートチームが学校と離れたところからそれぞれ
メディアを介してそれぞれ所属の異なる教員をネッ
トワークでつなぎ、支援していく取組の報告などが
見られる。
例えば、新任教員への支援にネットワークを用い
る取組として、Baker-Doyle（2011）が “ The 
Networked Teacher ”を著している。そこでは、学
校に着任した新任教師がその学校で孤立せず、課題
を克服し教師としてのキャリアを積み上げていくた
めに、従来の学校でのメンターによる支援だけでは
課題がある。そこに目を向け、ソーシャル・メディ
アなども活用しながら職能成長支援している内容を
報告している、等が見いだされた。

６．Teacher LeadershipとTeacher Agencyと
PLNの関係
　以上これまで、国際的な関連研究における概念定
義やその言葉が用いられてきた背景、そしてその説
明で用いられている構成要素などを文献から読み取
り、それを手がかりに、小中一貫教育を進めている
学校の組織的教育力の向上と関わって、授業改善に
向けた「教員の指導性」と
「教員の主体性」と「専門的
な学習ネットワーク」につ
いて考えてきた。
　これらは、お互いにどの
ような関係になっているの
だろうか。
　これまで各概念が持つ定
義、それと関連する研究成
果から要素や特徴を見てき
た。互いの関係について、
関連研究の中でそれぞれ触
れられている点も見られた。
それらを読み取りその関係
を視覚化すると図４が描け
た。
これらの関係図は、新学

習指導要領が求めてくること、義務教育学校や小中
一貫教育の動きに対して、不安を感じている教職員
（たとえ意味や意義は理解できて、それを進める見
通しが立たない、自信がないことから来る不安を含
む）に対して、管理職のリーダーシップはもちろん
のこととして、教員自身が指導性を発揮し、それが
教員自身による主体的な取組になるために、専門的
学習ネットワーク（PLN）がどのような影響を与え
るのか、PLNを機能させるために何が必要となるの
か、を示している。そもそも組織的に異なっていた
小学校と中学校が共通の教育目的に向けて一緒に問
題解決をしていくときに、何が必要となるかを考え
る点も示唆している。つまりすでに各学校で専門的
な学習のコミュニティ（PLC）ができており、それ
が機能していても、求められる要請に応えていくた
めには、それを越境するあるいは再構築する努力と
取組が必要となる。その際、教員の指導性を支える、
教員の主体性を引き出す環境、運営上の見方・考え
方を丁寧に見つめることが必要となる。また学校と
学校が一緒に新たに PLCを構築していく場合は、
例えば、先に触れたLouis（2012）や Stoll、 
Halbert、 and Kaser  （2012）、Brown and 
Poortman （2018）の指摘などが、重要な点を指摘
している。

おわりに
　本論では、基礎研究として、この度は上記の国際
的な関連研究における概念定義やその言葉が用いら
れてきた背景、そしてその説明で用いられている構
成要素などを手がかりに、小中一貫教育を進めてい
る学校の組織的教育力の向上と関わって、授業改善
に向けた「教員の指導性」と「教員の主体性」と「専
門的な学習ネットワーク」の関係を明らかにしてき

図４　不安を乗り越えるための「指導性」「主体性」「PLN」の関係

役職のない教員のリーダーシップ
（指導性）

・卓越した教員（優れた授業を行う
教員等）のリーダーシップ

・教員のリーダーシップ

○Teacher Leadership

管理職のリーダーシップ（指導性）

役職のある教員のリーダーシップ（指導性）

○Leadership

○Teacher Agency
教員自身に目を向けたTeacher Agency
・個々の教員の主体性（変革を起こす
資質含む）
・教員集団の主体性

教員（集団）の主体性を支援する環境
や組織に目を向けたTeacher Agency
時間と関連する行動の状況、それに伴
う行為者の関与の質に目を向けた
Teacher Agency

○Professional Learning Network(s)

情報を収集する場（つながり）
コミュニケーションをする場（つながり）
知見を生成する場（つながり）

＊指導性が発
揮できる環境
を保証、支援

＊働きかけ・文化作り＊参画

＊関わりを
保証、推進

＊実践や評価
に関する情報
の収集、実践
の報告

＊アイディア収
集、仲間作り、

外の安心できる
場

＊各自の専門
性や良さを引き
出す配慮

＊取組の意義や自身
の役割など感じる支え

校種を越えた
カリキュラム・マネジメント

不安を感じる教職員

義務教育学校
小中一貫教育
新学習指導要領

リード
支援

不安軽減とやる気の提供
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た。この関係を調べ、描く中でTeacher Agencyと
管理職の役割が、重要であることも見えてきた。今
後さらに、Teacher Leadershipに根拠と自信を与え
る PLNを支えるTeacher Agencyと管理職の役割
をより詳細に検討していくことか課題となる。
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